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１．情報技術を巡る社会情勢の変化（１）

ＩＴの進展に伴う情報の利活用状況の変化

○インターネットの社会基盤化と情報技術の高度化に伴い 2010年以降は大容量かつ多様な情報○インタ ネットの社会基盤化と情報技術の高度化に伴い、2010年以降は大容量かつ多様な情報
（ビッグデータ）の利活用による新サービスの展開等に向けた取組みが活発化

・2012～：ＩＴ企業 ビッグデータ専門組織設立

・2011：地上デジタル情報の全国放送

ビッグデータ利活用
（新たな価値の創出）

・2003:mixi、Youtube

・2008：iPhone

・2011：地上デジタル情報の全国放送

（サービス開始時期例）

囲

・2001：Suica、ETC

（新たな価値の創出）

・クラウド技術等により、情報の付加
価値の創出・新サービスの展開・2000:インターネットバンキング

の
活

用
範

囲

情報技術の高度化

通信の高速化 情報
・1996：Yahoo! Japan

・1998：iモード
（2010年から2020年の変化）

国際的なデジタルデータの量が約35倍

ＩＴ
の

・1995：Windows95

インターネットの普及

・通信の高速化・情報
機器の高性能化

（2000年から2010年の変化）

6 a ! apa
に増加(約３５ゼタバイト)

→3軸加速度センサのチップの大きさが 約１／５インタ ネットの普及

・インターネットの登場・
利用の急激な増加

平成14年：インターネットの世帯普及率が８割を突破

・パソコンの台頭

→3軸加速度センサのチップの大きさが、約１／５
（約2mm2）に小型化

→ハード記憶装置の容量は約100倍の3TBに増加

3
２０２０年（平成３２年）２０００年（平成１２年） ２０１０年（平成２２年）１９９０年（平成２年）

平成14年：インタ ネットの世帯普及率が８割を突破

出典：総務省「ＩＣＴコトづくり検討会議 報告書」より国土交通省作成



１．情報技術を巡る社会情勢の変化（２）

政府のＩＴ関連の取組み

○ 政府では 平成１２年１１月に制定された「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」のもと○ 政府では、平成１２年１１月に制定された「高度情報通信ネットワ ク社会形成基本法」のもと、
ＩＴの利活用に向けた戦略を策定し、その達成に向けた取組を進めてきているところ。

平成12年（2000年） 平成21年（2009年） 平成25年（2013年）平成18年（2006年)

J p 戦略ⅡJ p 戦略 i-Japan戦略2015

ＩＴ基本法※１成立
（平成１２年１１月）

行政手続きオンライ
ン化法※２施行
（平成１５年２月）

ＩＴ新改革戦略 世界最先端ＩＴ

社会保障・税番号
法※３の成立
（平成２５年５月）

e-Japan戦略Ⅱ

(2003年7月)

ＩＴの構造改革

e-Japan戦略

(2001年1月)

i-Japan戦略2015 
(2009年7月)
→３カ年緊急プラン

ＩＴ利活用重視
誰もがデジタル技ブロードバンド

ＩＴ新改革戦略

(2006年1月)

世界最先端ＩＴ
国家創造宣言
（2013年6月）

閉塞を打破し

力の追求

（特徴）

・社会保障番号・カー

（特徴）

・世界最高水準の

（特徴）

・ＩＴの活用により、

ＩＴ利活用重視

（特徴）

・先導７分野でのＩＴ

術の恩恵を実感インフラの整備 再生

（特徴）

・２０２０年までに

世界最高水準

①医療、②食、③生
活、④中小企業金
融 ⑤知 ⑥就労

社会保障番号

ドの活用等による電

子政府の推進。

インターネット網

の整備を促進す

るとともに、電子

政府の制度整備

ＩＴの活用により、

行政や医療分野

の構造会改革の

推進等

利活用の促進
世界最高水準

のＩＴ利活用社

会の実現を目

指す。
・デジタル技術・情
報の活用による、融、⑤知、⑥就労、

⑦行政サービス

政府 制度整備

等

※１：高度情報通信ネットワーク社会形成基本法
的（第 条） 高度情報通信ネ ク社会 成 関する施策を迅速か 重点的 推進する と

報の活用による、
産業の活性化・新
産業の育成。

目的（第１条）： 高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進すること。

4※２：行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律
申請・届出等手続について、書面による手続に加え、オンラインによる手続も可能とするための共通事項を定めたもの。

※３：行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律



１．情報技術を巡る社会情勢の変化（３）

世界最先端ＩＴ国家創造宣言
○ 平成２５年６月に閣議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」においては、「２０２０年までに世界

最高水準のＩＴ利活用社会の実現を目指す」べく、「ビッグデータの利活用による新サービスの創出」
や「利便性の高い電子行政サービスの実現」等を柱として、取組が進められているところ。

○ 景気長期低迷 経済成長率 鈍化 る○ 景気長期低迷・経済成長率の鈍化による
国際的 地位の後退

○ 少子高齢化、社会保障給付費増大、大規
模災害対策等、課題先進国

○ 過去の反省を踏まえ、ＩＴ総合戦略本部、政府ＣＩＯによ

り、省庁の縦割りを打破、政府全体を横串で通し、ＩＴ施

策の前進、政策課題への取組

○ ＩＴ利活用の裾野拡大に向けた組織の壁・制度 ルー
○ 「成長戦略」の柱として、ＩＴを成長エンジン

として活用し、日本の閉塞の打破、持続的な
成長と発展

○ ＩＴ利活用の裾野拡大に向けた組織の壁・制度、ル

ルの打破、成功モデルの実証・提示・国際展開

○ ５年程度の期間（２０２０年）での実現

世界最高水準のＩＴ利活用社会の実現と成果の国際展開を目標とし、以下の３項目を柱として取り組む

○公共データ民間開放（オープンデータ）の推進、ビッグデータの利活用推進（パーソナルデータの流通・促進等）等

○健康長寿社会の実現、○世界一安全で災害に強い社会の実現 等

5

5
○利便性の高い電子行政サービスの提供、○国地方を通じた行政情報システムの改革 等
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１．情報技術を巡る社会情勢の変化（４）

（参考）社会保障・税番号制度
○ 平成２５年５月に成立した「 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律」（社会保障・税番号制度）により、行政手続きに係る情報の利用環境が大幅に進展。

社会保障・税番号制度の概要
（行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律）（行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律）

○国民及び法人に固有の番号を付し、当該番号を様々な行政手続きに活用することで、行政事務の効率性・透明性を高
め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現すること。

１．目的

２．対象範囲

３．番号制度の概要

○社会保障分野、税分野、災害対策分野の３分野において活用

個人番号カード

（表面）

（裏面）

○番号の通知

番号制度 概要

・全ての国民に対して、市町村長が１２桁の個人番号を指定し通知するとともに、求めに応じ
個人番号が記載された“個人番号カード”を交付。（住基カードの代わるもので、将来的には
保険証機能の一元化も視野）

生年月日 ・・・
氏 名 ・・・
住 所 ・・・

個人番号 ○○・・・○

○利活用イメージ

保険証機能の 元化も視野）

・各行政機関における情報連携により、行政手続きに必要な添付書類（所得証明書や住民票等）の省略が可能。また、
行政機関では、発行元からの情報の確認が可能となり、より正確な情報をもとに審査等が可能。

各行政機関が保有する個人情報 的な情報提供（ イポ タ サイ ） 実現 より 自宅 パ から自分

個人番号 ○○ ○

個人番号カードのイメージ

・各行政機関が保有する個人情報の一元的な情報提供（マイポータルサイト）の実現により、自宅のパソコンから自分
の税情報や社会保障情報等の情報を閲覧可能。

４．導入スケジュール（予定）

○平成27年10月 個人番号の通知（法律施行）○平成27年10月： 個人番号の通知（法律施行）
○ 28年 1月 ： 番号の利用開始
○ 29年 1月 ： マイポータル運用開始（当初は国の機関間のみ）
○ 30年10月 ： 法律施行後３年を目処として、必要な検討を行った上で、個人番号利用範囲拡大
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○自動車の電子制御化により自動車の所有する情報は大幅に増加。

２．自動車のＩＴ化の進展（１）

自動車のＩＴ化の進展状況～車体～
○自動車の電子制御化により自動車の所有する情報は大幅に増加。

自動車の電子化の進展 整備方法の変化

○自動車整備方法は、従来の機械的な方法ではな
く 外部ツ ルから車載コンピ タに接続し 故

○１９８０年代から２０００年代にかけ、エンジンから車体
の情報まで大幅に電子化が進展

1980年
代頃

・エンジン制御（燃料噴射等）、トランスミッション、ＡＢＳ

・メーター、ウィンドウ、エアコン、キーレスエントリー等

く、外部ツールから車載コンピュータに接続し、故
障を診断する方法に変化

スキャンツール
による排出ガ

横滑り防止 車間警報シ ム

の情報まで大幅に電子化が進展。

・車速追従機能付きクルーズコントロール2000年

による排出ガ
ス・故障診断1990年

代頃

・横滑り防止、車間警報システム

・タイヤ圧監視、エアバッグ、イモビライザー等

・ハイブリッド自動車（ＨＶ）、電気自動車

車速追従機能付きクル ズ ント ル2000年
代以降

※Ｈ２０年１０月以降の新型車にはＯＢＤ Ⅱ対応を義務化

・プラグインハイブリッド車、（自動運転自動車）

・ＯＢＤ－Ⅱ、ＥＤＲ、配光可変型前照灯システム

自動車の走行・車体状況等、大量の情報が収集可能

・排ガス量
・エンジン状態
・各種搭載機器状態

（ウィンドウ、ワイパー） 等

※Ｈ２０年１０月以降の新型車にはＯＢＤ－Ⅱ対応を義務化

○ エアバッグ等が作

事故発生時の記録の収集も容易

80

10040%

次世代自動車（ＰＨＶ・ＥＶ・ＨＶ）の販売台数と割合
単位・万件

販売台数 ○ エアバッグ等が作
動するような事故発
生時に、事故前後の
車両データを記録す
る記録装置「ＥＤＲ」が

20

40

60

80

10%

20%

30% ・加速度・車両速度
・運転者の操作
・シートベルト着用有無
・エアバッグ作動状態

等

全体に占める割合

8
出典：日本自動車工業会「日本の自動車技術」、各社ホームページより国土交通省作成

装
普及。

0

20

0%

10%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

事故

※国内新車には標準装備（年度）



○無線通信技術の発展によって 自動車外との通信によるサービスが大幅に増加

２．自動車のＩＴ化の進展（２）

自動車のＩＴ化の進展状況～通信～

○無線通信技術の発展によって、自動車外との通信によるサ ビスが大幅に増加

車外通信の発達 テレマティクスサービス等の展開（2000年頃～）

（主なカーナビの歩み）
○自動車の走行データ
（位置、速度等）を用い
て、リアルタイムに個々
の自動車ユーザーに提
供する“テレマテ クス

（主なカ ナビの歩み）

１９９３

１９９７

地図メディアに
ＤＶＤ採用

○１９９０年から約１０年の間に性能・機能面ともに大きく進歩

供する“テレマティクス
サービス”が自動車メー
カーにおいて本格化。

2002年：トヨタ Ｇ-Ｂｏｏｋ、
産 カ ウ グ を提供開始

１９９０
１９９６
ＶＩＣＳ開始

渋滞情報・所要
時間等を提供

１９９８

インターネットと
の融合(ウェブ

ページの閲覧１９９１

ＧＰＳ式カー
ナビ開始

１９９０

１９９３

トンネル等で
も利用可能

ＤＶＤ採用

日産 カーウィングスを提供開始

（ＥＴＣの普及）

時間等を提供 ページの閲覧
が可能）（ホン
ダ、インター
ナビ）

→ リアルタイムの渋滞情報、天気予報等が提供可能

○2010年、スマートフォン等を活用したGoogleマップナビを開始

１９９１

経路案内
可能

（ＥＴＣの普及）

○平成１３年よりＥＴＣサービスが開始され、高速道路の利
用者のうち、９割程度がＥＴＣを利用

○2011年：ＩＴＳスポットサービス（ＶＩＣＳセンター）の提供開始

・道路に設置された無線機器「ITSスポット」と「対応カーナビ」と
の高速・大容量通信により、以下を実現。100100%

単位・百万件

利用件数
89%

①広範囲の渋滞情報
によるルート案内

②カーブ先などの見え
ない渋滞や落下物等
の注意喚起

40

60

80

40%

60%

80%
利用件数

利用率
Ｉ ＴＳ

スポット

出典：日本自動車工業会「日本の自動車技術」、伊東 維年「カーエレクトロニクス化の進展と課題」、各社ホームページより国土交通省作成

の注意喚起

③ＥＴＣとの一体化
0

20

0%

20%

H25
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H15 H17H16 H18H14 H23H21 H24H22H19H20 (年)



２．自動車のＩＴ化の進展（３）

（参考）自動車関連産業の現状
○自動車産業は、製造・販売をはじめ、整備・保険等にわたる総合産業であり、日本人の約1割が○自動車産業は、製造 販売をはじめ、整備 保険等にわたる総合産業であり、日本人の約1割が

自動車関係の仕事に従事

関連部門・・・４０ ８万人製造部門・・・７８．７万人

○自動車製造業

（二輪自動車を含む） ・・・・・・・・・16 1万人

関連部門・・・４０．８万人

○ガソリンステーション・・・・・・・・39.4万人

○損害保険・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.1万人

○自動車リサイクル 0 3万人

自動車関連
就業人口

人（ ）（二輪自動車を含む） ・・・・・・・・・16.1万人

○自動車部分品・付属品製造業・・・61.2万人

○自動車車体・付随車製造業・・・・・ 1.4万人

○自動車リサイクル ・・・・・・・・・・・0.3万人

利用部門・・・２８１万人

○道路貨物運送業 179 3万人

５４８万人（８．８％）

○道路貨物運送業・・・・・・・・・179.3万人

○道路旅客運送業・・・・・・・・・・・62.2万人

○運輸に付帯するサービス・・・・35.1万人

○自動車賃貸業・・・・・・・・・・・・・・4.4万人

我が国の
全従業人口
６，２４４万人○自動車小売業（二輪車含む。

新車・中古車・自動車部分品・

販売・整備部門・・・１０８．５万人

資材部門・・・３８．８万人

○電気機械器具製造業・・・・・・・・6.3万人新車 中古車 自動車部分品

付属品、等） ・・・・・・・・・・・・・・・・・63.7万人

○自動車卸売業（二輪車含む。

新車・中古車・自動車部分品・

付属品 等） 17 6万人

○電気機械器具製造業 6.3万人

○鉄鋼業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10.1万人

○プラスチック・ゴム・ガラス・・・・・8.6万人

○電子部品・デバイス製造業・・・・3.7万人

○そ 他 人

10

付属品、等） ・・・・・・・・・・・・・・・・・17.6万人

○自動車整備業・・・・・・・・・・・・・・・・27.2万人

○その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10.1万人

出典：日本自動車工業会「自動車関連産業と就業人口」、「２０１０年の主要製造業の製造品出荷額等」



自動車関係業 自動車 生産から 販売 整備 保険 ク 業 るま 極め

２．自動車のＩＴ化の進展（４）

（参考）自動車関連業界の団体数と市場規模

区分 団体数※１ 市場規模 業界団体

○ 自動車関係業界は、自動車の生産から、販売、整備、保険、リサイクル業に至るまで、極めて
幅広く、市場規模の大きい産業。

区分 団体数※１ 市場規模 業界団体

自動車メーカー １４社 ５７．５兆円
（平成24年度売上高）※２

（一社）日本自動車工業会

自 売店
（一社）日本自動車販売協会連合会

自動車販売店 １，５９６社
１６．０兆円※３

（平成24年度商業動態統計調査）

（ 社）日本自動車販売協会連合会

（一社）全国軽自動車協会連合会

中古自動車販売店 ９，７８７社 （一社）日本中古自動車販売協会連合会

自動車整備事業者 ７３，５７２社 ５．３兆円
（平成24年度総売上高）

（一社）日本自動車整備振興会連合会

３ ７兆円 （一財）日本損害保険協会
自動車保険会社 ５１社 ３．７兆円

（平成24年度保険引受収益額）

（一財）日本損害保険協会
（一社）外国損害保険協会

中古自動車部品業 ６４１社 ０．２兆円
（平成21年矢野経済研究所調）

（一社）日本自動車リサイクル部品協議会
日本自動車リサイクル事業協同組合（平成21年矢野経済研究所調） 日本自動車リサイクル事業協同組合

※１： 「団体数」とは、表中の業界団体の会員事業者数。

※２：自動車メーカーに係る売上高は、いすゞ自動車(株)、川崎重工業(株)、スズキ(株)、ダイハツ工業(株)、トヨタ自動車(株)、日産自動車
(株)、日野自動車(株)、富士重工業(株)、本田技研工業(株)、マツダ(株)、三菱自動車工業(株)、ヤマハ発動機(株)の１２社の合計

【出典】
・自動車メーカー各社ＨＰ、表中の各業界団体ＨＰ,  平成２４年度商業動態統計調査（経済産業省調）
・平成２４年度自動車分解整備業実態調査（日本自動車整備振興会連合会調）、自動車リサイクル部品市場に関する調査結果２００９（矢野経済研究所調）
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※３： 商業動態統計調査における業種「自動車小売業」の金額。



１．情報技術を巡る社会情勢の変化

２．自動車のＩＴ化の進展

３．自動車関連情報の利活用状況

４．自動者関連手続きへのＩＴの利活用状況４．自動者関連手続き のＩＴの利活用状況

12



① 全国９３カ所の運輸支局等において国の直轄事業として行う検査登録業務の情報を一元管理

３．自動車関連情報の利活用状況（１）

自動車検査登録制度における情報の利活用状況（１）

： 運輸支局等（９３カ所）の位置

① 全国９３カ所の運輸支局等において国の直轄事業として行う検査登録業務の情報を 元管理。
② 自動車検査登録情報は、様々な行政機関との連携により各種行政・制度を支える重要な基盤。

①全国の情報を一元管理平成24年度検査登録手続き件数
→ 約３ ８００万件

自動車登録検査
情報処理システム

（MOTAS）

保有車両数 ： 約４，９００万台
（登録自動車、小型二輪車）

（主な情報）

→ 約３，８００万件
（平成24年度不動産登記手続き件数

：約１，３００万件）

新規 ：約 ４２０万件

変更 ：約 １４０万件
（MOTAS） →所有者、使用者に関する情報

→抵当・嘱託に関する情報

→諸元情報（長さ・幅・高さ、重量等）

リコ ルに関する情報

変更 約 万件

移転 ：約 ６４０万件

抹消 ：約 ４３５万件

継続検査：約２，１５０万件

自動車登録
ファイル

→リコールに関する情報

→環境性能に関する情報（排ガス規制、

燃費基準等）

→自動車税に関する情報

→盗難・違反に関する情報

→自動車リサイクルに関する情報

②様々な行政機関と連携

情報連携

②様々な行政機関と連携

運輸支局での手続き時

警察庁

税関での輸出手続き時に、

財務省 リサイクル促進センター
（経済産業省、環境省）

に警察からの盗難情報
を確認

→ 不正登録の防止

運輸支局等への輸出予定
届出状況の情報を活用

→不正輸出の防止

自動車の抹消登録時
に、解体情報を確認

→不法投棄の防止 13



○全国の自動車検査登録情報をインターネットを通じて提供することで、幅広く活用。

３．自動車関連情報の利活用状況（２）

自動車検査登録制度における情報の利活用状況（２）
○全国の自動車検査登録情報をインタ ネットを通じて提供することで、幅広く活用。

情報提供サービス
国の登録を受けた機関が、検査登録情報を、イン

ターネットを通じて利用者に提供（平成24年度利用実績：

ＭＯＴＡＳ

自動車メーカー等（リコール対策）地方自治体（徴税事務） 自動車登録
ファイル

ターネットを通じて利用者に提供（平成 年度利用実績
約１億件／年）

登録情報提供機関※

リコールが発生し
た場合、自動車

ザ の通知

自動車の所有者等
の確認を行い 自

ァイル

検査登録情報
の提供

県税

ユーザーへの通知
に活用。

の確認を行い、自
動車税の課税主体
等の管理に活用。

コンサル業界、ガソリンスタンド等
（商圏調査）

リース会社等（車両管理） 自動車販売店（所有者確認）

商業施設等の駐車場に設置した
カメラからの情報を用いて商品開
発や施設の出店計画等に活用

リース会社等が、自社名義車両
の情報の提供を受け、車検時期
の把握や保有状況等、車両マネ
ジ 活

自動車売買時に
おける、所有者や
自動車情報の確
認等に活用

14

ジメントに活用 認等に活用。

※登録情報提供機関とは、国の登録を受けた機関。自動車検査登録情報をインターネットを通じて利用者に提供している。

現在、（一財）自動車検査登録情報協会が国の登録を受けている。



○自動車検査独立行政法人で検査したデータ（車両画像・諸元・判定結果）を蓄積することで トラック

３．自動車関連情報の利活用状況（３）

自動車検査登録制度における情報の利活用状況（３）

○自動車検査独立行政法人で検査したデータ（車両画像・諸元・判定結果）を蓄積することで、トラック
の二次架装などの不正改造車の排除やリコールにつながる車両不具合の抽出への活用等の効果
が期待される。

期待される主な効果

平成２０年度より導入開始

二次架装などの不正
改造車の排除

平成２０年度より導入開始

新規検査データを継続検
査や街頭検査等において
活用することにより、二次
架装などの不正改造車を

検 ?!

継続検査
?!

架装 改 車を
確実に排除する。

街頭検査 ?!

（継続検査や街頭検査時に活用）

15



○自動車メーカーでは、自社車両のプローブ情報を収集・分析し、自社車両のユーザーや企業や自治体

３．自動車関連情報の利活用状況（４）

自動車メーカーにおける情報の利活用状況
○自動車メ カ では、自社車両のプロ ブ情報を収集 分析し、自社車両のユ ザ や企業や自治体

に提供するサービスを実施開始。

ホンダ社では、平成１９年より自社車両の走行情報を

○埼玉県とホンダ社による自動車情報活用事例

ホンダ社 は、平成 年より自社車両 走行情報を
埼玉県に提供。

埼玉県では、当該情報を基に「急ブレーキ発生箇所」
の特定や道路観測調査に活用。

一方、ホンダ社では、埼玉県から大雨・土砂災害など
の道路危険発生箇所や緊急輸送道路の情報を収集

この場所で 剪定による

の道路危険発生箇所や緊急輸送道路の情報を収集
し、ホンダ社のユーザーに「豪雨地点予測情報」や
「地震情報」を提供。

平成２３年度までに県内で１６０箇所の安全対策を実施し

○自動車ビッグデータを企業等へ提供（トヨタ）

この場所で
急ブレーキが多発

剪定 よる
見通しの確保

平成２３年度までに県内で１６０箇所の安全対策を実施し
た結果、急ブレーキが約７割、人身事故が約２割減少

トヨタ自動車は、自社車両のプローブ情報

を収集・加工し、交通情報や統計データと

して自治体や企業等に対して提供。

自治体や企業では自らが所有する各種施

設情報や業務用車両などの位置を、提供

される地図上に表示し、災害時における

避難所などのルート案内や交通量統計等

出典：HP（トヨタ社、ホンダ社、埼玉県）

に活用。
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一部の損害保険会社では、特定車種のプローブ情報を収集し、走行距離に応じた保険料金を設定。

３．自動車関連情報の利活用状況（５）

自動車損害保険会社における情報の利活用状況

日産「リーフ」を対象として 走行距離情報をデータセンター

部の損害保険会社では、特定車種のプロ ブ情報を収集し、走行距離に応じた保険料金を設定。

○ドラログ（損保ジャパン）
（エコ・安全運転診断イメージ）

日産「リ フ」を対象として、走行距離情報をデ タセンタ
で収集・加工し保険料算出（通常の±１０％で変動）

さらに、運転情報をデータセンターで収集・分析し、月間の
エコ・安全運転診断概要等をまとめた走行情報を提供。

また、盗難された場合等、契約者からの連絡に基づき、自
動車に搭載されている情報通信機器を活用して車両位置を
特定し、車両の確保から指定場所まで搬送を行うサービス
も提供。

（システム構成イメージ）

17

出典：損保ジャパンニュースリリース、日立製作所ニュースリリース



○(一社)日本自動車整備振興会連合会が、整備マニュアルや故障情報・整備方法事例等を集約する

３．自動車関連情報の利活用状況（６）

自動車整備事業者における情報の利活用状況

車種別の法定点検、一般整備の標準
FAINESの

しくみ FAINES※１

( 社) 本自動車整備振興会連合会 、整備 故障情報 整備方法事例等を集約する
システムを構築し、整備事業者へ提供。

整備関連情報 標準作業点数表

整備マニュアル、故障整備事例、
車両データ、技術情報等を掲載

車種別の法定点検、 般整備の標準
点数※２を掲載

しくみ FAINES
メインセンター

情報の収集と管理、
情報の提供サービス

インターネット

業界関連情報 リコール情報等

整備事業者
リコールの届出内容や、メーカーの
保証延長等の周知内容を掲載

日整連や官庁関係、関連団体、自動
車メーカー等から発信された業界向け
主要情報を掲載

必要な情報の
検索・入手

平成10年4月からサービス開始
会員数 約 事業者

18
※１：FAINES（Foreign made Automobile component Information Network System）
※２：標準点数とは、日整連で設定した各整備内容毎の整備料金の算定に活用する点数のこと。あくまで目安の数値。
出典：一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会ＨＰ

会員数：約30,000事業者
利用件数：約613万件（Ｈ24年度）



自動車保険会社

３．自動車関連情報の利活用状況（７）

我が国の自動車関連情報の利活用俯瞰図（問題意識）

盗難 事故情報
事故情報 他の自動車関連

情報との連携が

国土交通省 警察

自動車保険会社

検査登録情報（契約確認）

盗難・事故情報
保険情報

情報との連携が
不十分

走行距離に応じた

Ｈ損保Ｇ損保

使用する車によ
整備業界内の情
報共有が中心

自動車販売店

検査登録情報

整備事業者 Ｄ整備工場

保険商品提供 り、受けられる
サービスに差

報共有が中心

使用過程の自
動車情報の入
手が困難

Ａ社自動車ユーザー Ｃ社自動車ユーザーＢ社自動車ユーザー
ＦＡＩＮＥＳ

Ｅ整備工場

手が困難

ＦＡＩＮＥＳ

Ｆ整備工場

渋滞予測情報等 渋滞予測情報等
自動車
メーカー

故障情報

整備方法事例

Ｂ社Ａ社 Ｃ社

問題意識

走行情報

装備品情報

整備マニュアル

現状の自動車情報の利活用の状況は、個々の情報保有主体に取組が限られていることや集
約される情報の範囲が限定的であり、効果が一般化されているとは言い難いのではないか。

問題意識
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○東日本大震災時には 各メ カ が協力して 各社が保有する通行実績情報を提供

３．自動車関連情報の利活用状況（８）

（参考）東日本大震災時における自動車情報を活用した取組み

～東日本大震災時の各社の動き（概要）～

○東日本大震災時には、各メーカーが協力して、各社が保有する通行実績情報を提供。

3月12日 ： ホンダは、被災地域への支援者のスムーズな

移動を確保するために 走行実績データを活

ITS-Japan※による提供イメージ

移動を確保するために、走行実績データを活

用した東京以北の通行実績情報を自社HP上

に公開。

14日 ： ホンダはGoogle社と協力し 通行実績情報を14日 ： ホンダはGoogle社と協力し、通行実績情報を

Google社の「Google 自動車・通行実績情報

マップ」で提供開始。

16日 ： トヨタが被災地域周辺の通行実績情報を自社16日 ： トヨタが被災地域周辺の通行実績情報を自社

HPに公開。

19日 ： ITS-Japanがホンダ、トヨタ、日産の通行実績

情報を集約し、提供開始。情報を集約し、提供開始。

4月16日 ： ITS-Japanで集約された通行実績情報に国土

地理院の「通行止め情報」を追加。
青：通行実績のある道路

赤 通行止めの道路

20出典：ホンダ社 ニュースリリース、ITS社 ホームページ、トヨタ社 ニュースリリース、アイティメディア社 ＥＤＮjapan記事

赤：通行止めの道路

※ITSの研究開発及び実用化の推進のために、ITS関連の5省庁(当時の警察庁、通商産業省、運輸省、郵政省、建設省）の支
援のもと1994年1月に設立された任意団体。



○欧米では 自動車関連情報を組み合わせて自動車ユーザーに提供する産業が発達

３．自動車関連情報の利活用状況（９）

海外の自動車関連情報の利活用事例

アメリカ ： Ｃar Ｆax 社

○欧米では、自動車関連情報を組み合わせて自動車ユ ザ に提供する産業が発達

○ 中古車購入等に対して、車両登録等を担当する行政機関○ 中古車購入等に対して、車両登録等を担当する行政機関

(DMV)が管理する情報に基づき、車両の事故履歴、オー

ナー数、修理・整備履歴、走行距離、水害履歴などの情報

を有料でサービス。

○ 見た目では判別しづらい 「車両骨格の歪み」「エアバ ク○ 見た目では判別しづらい、「車両骨格の歪み」「エアバック

の作動履歴」「走行距離の改ざん」といった、車両の問題を

把握可能。レポートは1件$39.99からの有料にて提供。

イギリス ： Ｉｎｓｕｒｅ Ｔｈｅ Ｂｏｘ 社

○ 自動車の走行距離や運転特性（急ブレーキ・発進等）の

内容に基づき、保険料を算定するサービスを提供。Good 30

35

40

イタリ

米国
欧米では2020

％

容 、保険料を算定す を提供。

driverに認定された場合、走行距離にボーナスが付き、実

走行距離より短い距離で保険料算定。

15

20

25

30 イタリア

英国

ドイツ

フランス

欧米では 0 0
年に約3割に到

達予定

メリカ 社

0

5

10

15
他、ヨーロッパアメリカ ： Progressive Insurance 社

○ 運転特性に基づいた保険として、保険会社が

専用の車載測定器（Snapshot）を提供し、30日

間の試用期間の運転特性に応じ保険料金を設

21

自動車保険件数全体に占めるテレマティクス保険※の割合（予測）

0
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020間の試用期間の運転特性に応じ保険料金を設

定。（保険割引率は０％～３０％）

出典：ICTコトづくり検討会議報告書概要（2013、総務省）、各社ホームページ、SAS Institute 、Detamonitor
※自動車に搭載された通信システムから取得した走行データを活用した保険



３．自動車関連情報の利活用状況（１０）

（参考）国土交通省の自動車関連行政制度（検査登録制度）

○自動車が 運行の用に供するためには 不動産と同様に国民の基本的財産として その所有権の

登録の主な効果と

○自動車が、運行の用に供するためには、不動産と同様に国民の基本的財産として、その所有権の
公証（登録）を行うとともに、国の定める安全・環境基準に適合しているかの確認（検査）を行うこと
が必要。

（登録の具体的なイメージ）

登録の要件
登録の主な効果と

役割

未登録の車 自動車の所検査

（登録の具体的なイメ ジ）

○公道が走行可能

○所有権の保護

○各種行政手続き

未登録の車
（新車購入時等）

自動車の所
有権を有し
ていること自動車の安全

性・環境保全
の基準を満た

自動車の保管
場所の確保

検査

登
録○各種行政手続き

の執行基盤の基準を満た
していること

自動車重量
税の納付

自動車損害賠
償責任保険の
契約締結

録

契約締結

検査 確 す 事

（検査の具体的なイメージ）

ナンバープレート
の取付け、封印

品川 ３００

お ４６-４９
・

検査の中で確認する事項

○自動車の基準適合性の確認

○車両諸元の確定

検査のタイミング

○新規登録時

○車検更新時→定期点検整備実施状況の確認
→保安基準適合性の審査
→ＮＯＸ、ＰＭ法の基準への適合性の確認

○車検更新時

○構造等の変更 等 22



情報技 情勢 変１．情報技術（ＩＴ）を巡る社会情勢の変化

２．自動車のＩＴ化の進展

３．自動車関連情報の利活用状況

４．自動者関連手続きへのＩＴの利活用状況
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○自動車の運行に必要な各種行政手続（検査登録、保管場所証明（警察）、自動車諸税の納税（県税）

４．自動車関連手続きへのＩＴの利活用状況（１）

自動車保有関係手続きに係るワンストップサービス（ＯＳＳ）

窓口手続き ワンストップサービスを利用した手続き

ポイント①
○申請 納付手続きのため 各機関を訪れる必要

○自動車 運行 必要な各種行政手続（検査登録、保管場所証明（警察）、自動車諸税 納税（県税）
を、ＯＳＳによりオンライン・一括で行うことが可能。

自動車を購入
警察署

イ
ン電子

①
全ての申請・納付手続きがオンライン
で一括して行うことが可能

①車庫証明申請

○申請・納付手続きのため、各機関を訪れる必要
警察署

電 デ タ

ワンストップ化

運輸支局

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

ワンストップサービス

電子
申請・納付

申請者
（購入者、手
続き

②検査登録申請、
自動車重量税納付

運輸支局

電子データ
のやりとり

県税事務所

③自動車取得税、
自動車税の納付

ワンストップサ ビス
システム

続き代理人）

ポイント②
いつでも、どこからでも、
２４時間３６５日手続可能

申請者
（購入者、手
続き代理人）

県税事務所

対象手続き
新車新規登録
（型式指定車）

※手続の終了後に、警察・運輸支局において、保管場所ステッカーおよび車検証等の受取が必要

（型式指定車）

OSSの利用状況

59% ○ユーザーの負担が大幅に削減（稼働地域でのディーラー

期待される効果

今後の方針
（独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成２５年１２月閣議決定）より）

利
用
率

申
請
件
数

新車新規登録
のうち、約６割
がＯＳＳを利用

59%

83万件

○ユ ザ の負担が大幅に削減（稼働地域でのディ ラ
代行手数料は、通常に比べ8,000円低い）

68万件

（現在） （平成２９年度まで）

○ 対象手続き ： 新車新規登録

○ 稼働地域 ： １１都府県

対象手続きを拡大

全国に拡大
H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

率

（年度）

数 33万件14万件3万件
１万件１万件400件

24



独立行政法人改革等に関する基本的な方針（抄）独立行政法人改革等に関する基本的な方針（抄）

４．自動車関連手続きへのＩＴの利活用状況（２）

（参考）独立動行政法人改革等に関する基本的な方針（抄）

平成25年12月24日
閣 議 決 定

独立行政法人改革等に関する基本的な方針（抄）独立行政法人改革等に関する基本的な方針（抄）

【自動車安全特別会計・自動車検査登録勘定】

○ 自動車検査登録業務のうち、登録基準の適合性審査に係る調査・確認事務を自動車

検査独立行政法人に移管し、これに伴い所要の人員を同法人に移管する。事務及び人

員の移管は、平成２８年度から順次速やかに実施し、平成３０年度開始までに完了する

ものとする。

○ 平成２９年度までに自動車保有関係手続のワンストップサービスについて、全国展開

や対象手続の拡大により抜本的に拡大するとともに、新技術に対する検査の効率化を

進め、体制のスリム化や手数料の引下げを含め、業務の効率化・合理化による利用者の

負担軽減及び利便性向上を図る。

○ 上記の取組を前提に、引き続き受益と負担の関係を明確にさせるため、自動車安全

特別会計自動車検査登録勘定は存続させる。

○ 今後とも、無駄の排除を徹底するとともに、区分経理の必要性等につき不断の見直し

を行う。
25



４．自動車関連手続きへのＩＴの利活用状況（３）

（参考）我が国の行政手続きへのＩＴの利活用状況
○我が国の電子的な行政手続きは、主に個々の行政機関毎に実施。○我が国の電子的な行政手続きは、主に個 の行政機関毎に実施。

国の行政機関が行う主なオンライン行政手続きの状況 ： 平成24年度実績

○全体のオンライン利用率 ： ４１．２％（対象手続き件数 ： 約４億６０００万件）

国 申請件数（千件）
オンライン利用

件数（千件）
オンライン

利用率

登記 （不動産登記 商業・法人登記申請） １２ ９９０ ４ ７５７ ３６ ６％登記 （不動産登記、商業 法人登記申請） １２，９９０ ４，７５７ ３６．６％

輸出入・港湾 ４７，２８０ ４６，１６２ ９５．６％

国税（国税申告等） ３４，６２１ １８，２３３ ５２．７％国税（国税申告等） ， ，

社会保険・労働保険 １４８，６９８ ６１，８５ ４．２％

産業財産権出願関連 ２，８３５ ２，６６９ ９４．２％産業財産権出願関連 ２，８３５ ２，６６９ ９４．２％

自動車の新車新規登録手続き（OSS対象地域のみ） １，４０９ ８３０ ５８．９％

地方公共団体が行うオンライン手続き状況 ： 平成24年度実績）地方公共団体が行うオンライン手続き状況 ： 平成24年度実績）

・図書館の図書貸出予約等 ： 約５６ １％

○全体のオンライン利用率 ： ４２．６％（対象手続き件数 ： 約１億５０００万件）
【主な手続きにかかる利用率】

26

・図書館の図書貸出予約等 ： 約５６．１％
・文化・スポーツ施設の利用予約等 ： 約５５．４％
・eLTAX ： 約２６．５％

出典：総務省報道発表資料「平成２４年度における行政手続きオンライン化等の状況」より



○海外のＩＴ先進国においては、国民番号等を活用した、横断的なオンライン手続きが可能。

４．自動車関連手続きへのＩＴの利活用状況（４）

海外における行政手続きのＩＴの利活用状況

世界経済フォーラム
ＩＴ競争力ランキング

順位 国

自動車登録手続きを含めた海外の行政手続き

国 主なオンライン手続き ワンスト プ等
国民番

○海外 先進国 お 、国民番号等を活用 、横断的なオ ライ 手続き 可能。

順位 国

１ スウェーデン

２ シンガポール

３ フィンランド

国 主なオンライン手続き ワンストップ等
国民番
号利用

スウェーデ
ン

税務、社会保険、住民登
録、選挙、教育、年金、運
転免許申請 自動車登録

引越手続きのワンストッ
プサービスを実施。銀
行手続きも同時に可能

○
３ フィンランド

４ デンマーク

５ スイス

転免許申請、自動車登録
等

行手続きも同時に可能。

韓国 税務、社会保険、年金、住
民登録、選挙、教育、年金、

引越手続のワンストップ
サービスを実施。住民

○

国連「電子政府」
国別ランキング

１８ 日本 運転免許申請、自動車登
録等

票や不動産登記簿謄本
を自宅で出力可能

○

デンマーク 税務、社会保険、住民登
録 選挙 教育 年金 運

引越手続きのワンストッ
プサービスを実施。

順位 国

１ 韓国

２ オランダ

録、選挙、教育、年金、運
転免許申請、自動車登録
等

プサ ビスを実施。
2015年までに行政手続

きを、原則オンラインで
実施予定

○

米国 税務 社会保険 年金 選 自動車の登録更新はオ
オランダ

３ 英国

４ デンマーク

５ 米国

米国 税務、社会保険、年金、選
挙、医療、自動車登録（更
新のみ）等

自動車の登録更新はオ
ンラインでのみ可能 ○

英国 税務、社会保険、年金等 自動車登録は紙の申請５ 米国

１８ 日本

英国 税務、社会保険、年金等 自動車登録は紙の申請
書の提出が必要 ○

出典：第６回産業競争力会議提出資料～ＩＴを活用したビジネスイノベーション～、主要国における税務面で利用されている番号制度の
概要（2013年、財務省）、国交省調べ 27



○海外では、情報の利用環境を充実させ、自動車関連を含む行政手続きの利便向上を実現している
が

４．自動車関連手続きへのＩＴの利活用状況（５）

海外におけるＩＴを利用した行政手続き

事例がある。

○一方、我が国では、上記事例ほどの情報の利用環境が整っておらず、行政手続きに煩雑な面が見
られる。

海外の事例 ： 引越のワンストップサービス

・スウェーデンでは、引っ越した場合、国税庁等が運営する住所変
更サイトにおいて、国民番号を利用した手続きをオンラインで行う
ことで 住民登録 税務 社会保険 自動車登録 郵便局 金融機

電子データ
のやりとり

住民登録

税務

社会保険

ことで、住民登録、税務、社会保険、自動車登録、郵便局、金融機
関等への住所変更手続きが一括して可能（韓国も同様）。

※一方で、スウェーデンや韓国では、他人の名義を利用して
金融取引を行う等の「なりすまし」犯罪が深刻な問題。

自動車登録

郵便局…

我が国の事例 ： 引越をした場合に必要な自動車関連手続き
警察署

運転免許証の変更引っ越した！
旧

運輸支局

検査登録申請

自動車重量税納付

車庫証明申請
越

新

さらに・・・
結果的に・・・

疲れた

転出届け

県税事務所

自動車税の申告

自動車重量税納付新

転入届け・住民票の取得

○我が国においてもマイナンバーの導入（H28.1予定）をきっかけに、幅広い観点

からの更なる自動車関係手続きの利便向上策について検討するべきではないか
問題意識
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